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賃金等の変動に対する 工事請負契約書第 25 条第６ 項の運用について  

 

こ のこ と については、 平成 26 年２ 月 18 日付け平 25 技術管理第 692 号の１ によ り 定めてお

り ま すが、 国土交通省の取扱いの見直し を 受け、 別添のと おり 改定し ま し たので、 取扱いに

遺漏のないよ う 措置し てく ださ い。  

 

 

＜参考： 改定概要＞ 

適用対象工事の考え方を 見直し  

《 こ れま での運用》  

賃金水準（ 労務単価） の変更がなさ れた工事 

《 新たな運用》  

労務又は資材単価の変更がなさ れた工事 

 

※こ れま では、 労務単価の変更が条件でし たが、 新たな運用では、 労務又は資材単価

の変更があれば、 請求が可能と なり ま し た。  

 

＜国土交通省の取扱いの見直し ＞ 

ス ラ イ ド 条項に関する Ｆ Ａ Ｑ （ 令和４ 年 12 月時点）  

イ ンフ レ ス ラ イ ド について No. ７ ～11 参照 

（ ht t ps: //www. ml i t . go. j p/t ec/t ec_ t k_ 000101. html ）  
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賃金等の変動に対する 工事請負契約書 25 条第６ 項の運用について【 新旧対照表】  

改正後（ 令和 4 年 12 月改正）  改正前（ 平成 26 年２ 月策定）  

 

１  適用対象工事 

工事請負契約書（ 以下「 契約書」 と いう 。） 第２ ５ 条第６ 項の請求ができ

る 工事は、 以下の条件を満たす工事と する 。  

（ １ ） 工期内に、 労務又は資材単価の変更がなさ れた工事。  

（ ２ ） 残工期が基準日から ２ ヶ 月以上ある 工事。  

 

 

２  請求日及び基準日等について 

 ［ 省略］  

 

３  スラ イ ド 協議の請求 

 発注者又は受注者から のス ラ イ ド 協議の請求は、 書面によ り 行う こ と と

する 。  

 

 

４ ～９   

［ 省略］  

 

附則  

１  こ の運用は、 令和４ 年１ ２ 月１ ６ 日から 施行する 。  

２  「 賃金等の変動に対する 工事請負契約書第２ ５ 条第６ 項の運用につい

て」（ 平成26年２ 月18日付け平25技術管理第692号） は廃止する 。  

 

１  適用対象工事 

工事請負契約書（ 以下「 契約書」 と いう 。） 第２ ５ 条第６ 項の請求ができ

る 工事は、 以下の条件を満たす工事と する 。  

（ １ ） 入札公告又は指名通知後、工期末ま でに、賃金水準の変更がなさ れ

た工事。  

（ ２ ） 残工期が基準日から ２ ヶ 月以上ある 工事。  

 

２  請求日及び基準日等について 

 ［ 省略］  

 

３  ス ラ イ ド 協議の請求 

 発注者又は受注者から のス ラ イ ド 協議の請求は、 書面によ り 行う こ と と

し 、その期限は直近の賃金水準の変更から 、次の賃金水準の変更がなさ れる

ま でと する 。  

 

４ ～９   

［ 省略］  

 

附則  

 こ の運用は、 平成２ ６ 年２ 月１ ７ 日から 施行する 。  

 

 

 

 



賃金等の変動に対する 工事請負契約書第２ ５ 条第６ 項の運用について 

 

１  適用対象工事 

工事請負契約書（  以下「 契約書」 と いう 。）  第２ ５ 条第６ 項の請求ができ る 工事は、 以

下の条件を 満たす工事と する 。  

（ １ ） 工期内に、 労務又は資材単価の変更がなさ れた工事。  

（ ２ ） 残工期が基準日から ２ ヶ 月以上ある 工事。  

 

２  請求日及び基準日等について 

請求日及び基準日等の定義は、 以下のと おり と する 。  

（ １ ） 請求日：  発注者又は受注者が請負代金額の変更の協議（  以下「 ス ラ イ ド 協議」 と

いう 。）  を請求し た日と する 。  

（ ２ ） 基準日：  請求日と する こ と を基本と する 。  

ま た、請求があった日から 起算し て、１ ４ 日以内で発注者と 受注者と が協

議し て定める 日と する こ と も でき る 。  

（ ３ ） 残工期：  基準日以降の工事期間と する 。  

 

【 残工期について】  

残工期については、 基準日における 契約工期の残工事期間を 基本と する が、 基準日

ま でに変更契約を 行っ ていない場合でも 工事打合簿によ る 先行指示等によ り 工期延長

が明ら かな場合には、 その工期延長期間を 考慮する こ と ができ る 。  

 

３  ス ラ イ ド 協議の請求 

発注者又は受注者から のス ラ イ ド 協議の請求は、 書面によ り 行う こ と と する 。  

 

４  請負代金額の変更 

（ １ ） 賃金水準又は物価水準の変動によ る 請負代金額の変更額（  以下「 ス ラ イ ド 額」 と い

う 。） は、 当該工事に係る 変動額のう ち請負代金額から 基準日における 出来形部分に

相応する 請負代金額を控除し た額の 100 分の１ に相当する 金額を 超える 額と する 。 

（ ２ ） 増額ス ラ イ ド 額については、 次式によ り 行う 。  

Ｓ 増 ＝ ［  Ｐ ２  － Ｐ １  － （  Ｐ １  ×1/100）］  

こ の式において、 Ｓ 増 、 Ｐ １  及びＰ ２  は、 それぞれ次の額を表すも のと する 。  

Ｓ 増 ：  増額ス ラ イ ド 額 

Ｐ １  ：  請負代金額から 基準日における 出来形部分に相応する 請負代金額を 控除し

た額 

Ｐ ２  ：  変動後（ 基準日） の賃金又は物価を基礎と し て算出し たＰ １ に相当する 額 

（ Ｐ ＝α×Ｚ 、 α： 請負比率（ 当初請負代金額／当初設計額）、 Ｚ ： 発注者積算額）  



（ ３ ） 減額ス ラ イ ド 額については、 次式によ り 行う 。  

Ｓ 減 ＝ ［  Ｐ ２  － Ｐ １  ＋ （  Ｐ １  ×1/100）］  

こ の式において、 Ｓ 減 、 Ｐ １  及びＰ ２  は、 それぞれ次の額を表すも のと する 。  

Ｓ 減 ：  減額ス ラ イ ド 額 

Ｐ １  ：  請負代金額から 基準日における 出来形部分に相応する 請負代金額を 控除し

た額 

Ｐ ２  ：  変動後（ 基準日） の賃金又は物価を 基礎と し て算出し たＰ １  に相当する 額 

（ Ｐ ＝α×Ｚ 、 α： 請負比率（ 当初請負代金額／当初設計額）、 Ｚ ： 発注者積算額）  

（ ４ ） ス ラ イ ド 額は、労務単価、材料単価、機械器具損料並びにこ れら に伴う 共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費等の変更について行われる も のであり 、 歩掛の変更につ

いては考慮する も のではない。  

 

５  残工事量の算定 

（ １ ） 基準日における 残工事量を 算定する ために行う 出来形数量の確認は、 数量総括表に

対応し て出来高確認を行う も のと する こ と 。  

 

【 出来形数量等の確認方法について】  

公共工事の執行に当たっ ては、 最近の賃金等の急激な変動を 適切・ 迅速に反映する

と と も に、 迅速かつ確実な執行が求めら れる こ と から 、 当面、 受注者に「 工事出来

高内訳書」、「 実施工程表付き 工事履行報告書」 及び「 出来高状況写真」 の提出を求

め、 こ れによ り 、 数量総括表に対応し た出来高を 確認でき る こ と と する 。  

 

（ ２ ） 現場搬入材料については、 確認し たも のは出来形数量と し て取り 扱う こ と 。  

ま た、 下記の材料等についても 出来形数量と し て取り 扱う 。  

・ 工場製作品については、工場での確認又はミ ルシート 等で在庫確保が証明でき る 材

料は出来形数量と し て取り 扱う 。  

・ 基準日以前に配置済みの現地据付型の建設機械及び仮設材料等（  架設用ク レ ーン、

仮設鋼材など ） の設置費及び賃料等も 出来形の対象と する 。 ただし 、 基準日以降の

賃料等については、 ス ラ イ ド 対象と する 。  

・ 契約書にて工事材料の売買契約の完了が確認でき 、近隣のス ト ッ ク ヤード 等で在庫

確認が可能な材料は出来形数量と し て取り 扱う 。  

（ ３ ） 数量総括表で一式明示し た仮設工についても 出来形数量の対象と でき る 。  

（ ４ ） 出来形数量の計上方法については、 発注者側に換算数量がない場合は、 受注者側の

当該工種に対する 構成比率によ り 出来形数量を 算出し ても よ い。  

（ ５ ） 受注者の責めに帰すべき 事由によ り 遅延し ている と 認めら れる 工事量は、増額ス ラ

イ ド の場合は、 出来形部分に含める も のと し 、 減額ス ラ イ ド の場合は、 出来形部分

に含めないも のと する 。  



（ ６ ） 基準日ま でに変更契約を 行っ ていないが工事打合簿によ り 先行指示さ れている 設

計量についても 、 基準日以降の残工事量についてはス ラ イ ド の対象と する こ と 。  

 

６  物価指数 

発注者は、 積算に使用する 単価を 用いた変動率を物価指数と する こ と を基本と する 。 な  

お、 受注者の協議資料等に基づき 双方で合意し た場合は別途の物価指数を用いる こ と がで

き る 。  

 

７  変更契約の時期 

ス ラ イ ド 額に係る 契約変更は、 ス ラ イ ド 協議が整っ た後、 速やかに行う こ と を原則と す

る が、 精算変更時点で行う こ と も でき る 。  

 

８  全体ス ラ イ ド 及び単品ス ラ イ ド 条項の併用 

（ １ ） 契約書第２ ５ 条第１ 項から 第４ 項ま でに規定する 全体ス ラ イ ド 条項に基づく 請負

代金額の変更を 実施し た後であっ ても 、本通知によ る ス ラ イ ド を 請求する こ と がで

き る 。  

（ ２ ） 本通達に基づき 請負代金額の変更を 実施し た後であっ ても 、 契約書第２ ５ 条第５  

項に規定する 単品ス ラ イ ド 条項に基づく 請負代金額の変更を 請求する こ と ができ

る 。  

 

９  その他 

契約書第２ ５ 条第６ 項に係る 執行については、本運用の他、「 賃金等の変動に対する 工事

請負契約書第２ ５ 条第６ 項（ イ ン フ レ ス ラ イ ド 条項） 運用マニュ アル（ 暫定版）」 によ る こ

と と する 。  

 

附則 

１  こ の運用は、 令和４ 年１ ２ 月１ ６ 日から 施行する 。  

２  「 賃金等の変動に対する 工事請負契約書第２ ５ 条第６ 項の運用について」（ 平成 26 年

２ 月 18 日付け平 25 技術管理第 692 号） は廃止する 。  


